
 
 
 
 
 
 

第３３回 
東近江市都市計画審議会 

 
 

議  案  書 
 
 
 
 
  
 
 

令和３年２月１７日（水） 
東近江市役所新館３１７会議室  



第３２回東近江市都市計画審議会議決事項の報告 

 令和２年２月１７日に開催した第３２回東近江市都市計画審議会において審議した議案につ

いては、東近江市長に議決のとおり答申しました。 

議案第１号 近江八幡八日市都市計画下水道の変更（東近江市決定）について（付議） 

 可決 案を適当と認める。（令和２年２月１８日 東都計審第３号） 

議案第２号 東近江市都市計画マスタープランの策定につき、意見を求めることについて

（諮問）

 可決 原案を適当と認める。（令和２年２月２４日 東都計審第４号）
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議案第１号 東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正につ

いて（諮問）

議案第２号 東近江市立地適正化計画の一部修正について（諮問）
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議案第１号 
 
 
東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正について（諮問） 
 

 
 このことについて、別紙のとおり東近江市長から意見を求められていますので、審議願いま

す。 
 
 

令和３年２月１７日 
 
 

東近江市都市計画審議会 
会長 石 井 良 一 
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東都計第７０１号   
令和２年１２月３日   

 
東近江市都市計画審議会 

会長 石 井 良 一 様 
 

 東近江市長 小 椋 正 清       
 

東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部改正について（諮問） 
 

このことについて、東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の一部を改

正しようとするので、東近江市都市計画審議会条例（平成１７年条例第２０３号）第２条第２

号の規定に基づき、審議会の意見を求めます。 
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東近江市市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準の改正について 

 

改正内容 

 目的  「市街化調整区域等における地区計画制度の運用基準」については、平成 23 年度に

策定し、約 10 年を迎える。市街化調整区域（市街化を抑制すべき区域）において、計

画性を担保しながら市の発展のため、この制度を活用し土地利用を考えてきた。 

また、農村部においてはコミュニティの維持などの課題もあり、そのような地域の

課題解決のための手段として制度を活用している。 

     非住居系地区計画の運用において、さらなる地域の課題解決のため、その目的達成

のために、運用基準の基準値を見直すこととする。 

 

１ 地区計画の区域の面積、最低敷地面積の最低限度を改正する。 

   「沿道型（非住居系）」地区計画の区域の面積について、１ヘクタール以上を要件の基

準としているが、沿道の機能をいかし、地域経済の活性化を図るため、住居系地区計画

と同程度「０．５ヘクタール以上」に引き下げる。 

また、「地域振興型（非住居系）地域振興」については、「５ヘクタール以上」を要件

の基準としている。基準は維持しつつ、中小事業者の市外移転の抑制、事業の維持・継

続・拡張、雇用の創出を目指し、周辺の土地利用状況等により止むを得ないと認められ

る場合は、最小面積を「２．０ヘクタール以上」とすることができることとする。 

また、両類型における敷地の最低限度の面積については、既に開発済みの地域や一敷

地が５００平方メートルに満たない狭小な土地が含まれている場合がある。敷地面積の

最低限度が５００平方メートルであるため、計画目的を達するためには、基準達成のた

めの面積確保が必要なるため、県指針を参考に「２００平方メートル」に引き下げる。 

 

 ２ 「地域振興型（非住居系）地域振興」に建築物等の用途を新たに追加する。 

    事業者にとって、事業を支える労働力の確保は切実な課題である。非住居系地区計画

の概念を大きく逸脱しない範囲で、地域振興に資すると認めた場合は、当該敷地内に存

する事業者の業務に従事する者の社宅及び寮に限定して建築を認め、雇用を確保するこ

とで、事業の維持・継続・拡張、地域経済の活性化を図る。 
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東
近
江
市
市
街
化
調
整
区
域
等
に
お
け
る
地

区
計
画
制
度
の
運
用
基
準
 

(平
成

24
年
告
示
第

12
5号

) 
改

正
後

（
案

）
 

現
行

 
備

考
 

（
適

用
区

域
の

制
限

）
 

第
５

条
 

地
区

計
画

の
区

域
に

は
、

次
の

各
号

に
掲
げ

る
区

域
又

は
地

域
を
含

ま
な

い
も

の
と

す
る

。
た

だ
し

、
地

区
計

画
の

決
定
の

時
期

ま
で

に
当

該
区

域
又

は
地

域
の

指
定

が
解

除
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
と
認

め
ら

れ
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 
(
1
)
～

(
1
3
) 
（

略
）
 

(
1
4
)
 農

村
地

域
へ

の
産

業
の
導

入
の
促

進
等

に
関

す
る

法
律
（
昭

和
４

６
年

法
律

第
１

１
２

号
）

第
５

条
第

２
項
第

１
号

に
規

定
す

る
産

業
導
入

地
区

 
(
1
5
)
～

(
1
6)
 
（

略
）

 
（

区
域
の

設
定

）
 

第
７

条
 
地
区

計
画
の

区
域
の

設
定

は
、
原

則
と

し
て
公
共

用
地

の
地

形
地

物
等
（

道
路

、
鉄

道
の

線
路
、
そ

の
他
の

恒
久
的

な
施

設
又

は
河

川
、
水

路
等

を
い
う

。
）
に
よ

り
、
明

確
か

つ
恒

久
的
に

区
別
す
る

も
の

と
す

る
。

こ
れ

に
よ
り

難
い
場

合
に
は
、
土

地
所

有
の

状
況
、
土

地
利

用
の

現
状

及

び
将

来
の
見

通
し

、
地

区
計
画

に
お

い
て

定
め
る

こ
と
と
な

る
道

路
等

の

施
設

の
配
置

等
を
勘

案
し
て
、
敷

地
境

界
線

等
に
よ

り
で
き

る
限

り
整

形

と
な

る
よ
う

に
定
め

る
も
の
と

す
る

。
 

２
～

３
 
（

略
）
 

４
 

地
区
計

画
の
区

域
の
面
積

は
、

次
の

各
号
に

掲
げ
る
も

の
と

す
る

。
 

(
1
)
～

(
3
)
 （

略
）
 

(
4
)
 
沿

道
型

（
非
住

居
系
）
 

０
．

５
ヘ
ク

タ
ー
ル

以
上
５
．

０
ヘ

ク
タ

ー
ル
未

満
と
す
る

。
 

(
5
)
地

域
振
興

型
（
非

住
居
系

）
 

ア
 

地
域
振

興
 
５

．
０
ヘ
ク

タ
ー

ル
以

上
と
す

る
。
た
だ

し
、
周
辺

の
土

地
利
用

状
況
等

に
よ
り
止

む
を

得
な

い
と
認

め
ら
れ
る

場
合

は
、

最
小

面
積
を

２
．
０

ヘ
ク
タ
ー

ル
と

す
る

こ
と
が

で
き
る
。

 

イ
 

（
略
）
 

（
建

築
物

等
に

関
す

る
事

項
）

 
第

１
３

条
 

建
築

物
等
に

関
す

る
基

準
は

、
市

街
化
調

整
区

域
等

に
お

け
る
ゆ

と
り

あ
る

良
好

な
都

市
環

境
の

維
持

及
び

増
進

を
図
る

た
め

、
次

の
各

号
に

（
適

用
区

域
の

制
限

）
 

第
５

条
 

地
区

計
画
の

区
域
に

は
、

次
の

各
号

に
掲

げ
る
区

域
又

は
地

域
を
含

ま
な

い
も

の
と

す
る

。
た

だ
し

、
地

区
計

画
の

決
定
の

時
期

ま
で

に
当

該
区

域
又

は
地

域
の

指
定

が
解

除
さ

れ
る

こ
と

が
確

実
と
認

め
ら

れ
る

場
合

は
、

こ
の

限
り

で
な

い
。

 
(
1
)
～

(
1
3
) 
（

略
）
 

(
1
4
)
 農

村
地

域
工

業
等

導
入
促

進
法
（
昭

和
４

６
年

法
律
第

１
１
２

号
）
第

５
条

第
３

項
第

１
号

に
規

定
す

る
工
業

等
導

入
地

区
 

(
1
5
)
～

(
1
6)
 
（

略
）

 
（

区
域
の

設
定

）
 

第
７

条
 
地
区

計
画
の

区
域
の

設
定

は
、
原
則

と
し
て

公
共

用
地

の
地

形
地

物
等
（

道
路

、
鉄
道

の
線
路
、
そ

の
他
の

恒
久
的

な
施
設
又

は
河

川
、
水

路
等

を
い
う

。
）
に
よ

り
、
明

確
か

つ
恒

久
的
に

区
別
す
る

も
の

と
す

る
。

こ
れ

に
よ
り

難
い
場

合
に
は
、
土

地
所
有

の
状
況

、
土
地
利

用
の

現
状

及

び
将

来
の
見

通
し
、
地

区
計
画

に
お

い
て

定
め
る

こ
と
と
な

る
道

路
等

の

施
設

の
配
置

等
を
勘

案
し
て
、
敷

地
境
界

線
等
に

よ
り
で
き

る
限

り
整

形

と
な

る
よ
う

に
定
め

る
も
の
と

す
る

。
 

２
～

３
 
（

略
）
 

４
 

地
区
計

画
の
区

域
の
面
積

は
、

次
の

各
号
に

掲
げ
る
も

の
と

す
る

。
 

(
1
)
～

(
3
)
 （

略
）
 

(
4
)
 
沿

道
型

（
非
住

居
系
）
 

１
．

０
ヘ
ク

タ
ー
ル

以
上
５
．

０
ヘ

ク
タ

ー
ル
未

満
と
す
る

。
 

(
5
)
地

域
振
興

型
（
非

住
居
系

）
 

ア
 

地
域
振

興
 
５

．
０
ヘ
ク

タ
ー

ル
以

上
と
す

る
。
 

  イ
 

（
略
）
 

（
建

築
物

等
に

関
す

る
事

項
）

 
第

１
３

条
 

建
築

物
等

に
関
す

る
基

準
は

、
市

街
化

調
整
区

域
等

に
お

け
る
ゆ

と
り

あ
る

良
好

な
都

市
環

境
の

維
持

及
び

増
進

を
図
る

た
め

、
次

の
各

号
に
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掲
げ

る
地

区
計

画
の

類
型

に
応

じ
、
当
該

各
号

に
定

め
る

も
の

と
す
る

ほ
か

、

当
該

対
象

地
区

の
特

性
に

応
じ

た
必

要
な

事
項

に
つ
い

て
定

め
る

も
の

と
す

る
。
た

だ
し

、
区

域
内

の
既

存
の

建
築
物

に
つ

い
て

は
こ

れ
ら

の
す
べ

て
を

、

区
域

内
の

既
存

の
建

築
物

が
建

っ
て

い
る

敷
地

に
つ
い

て
は

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
を

適
用

除
外

と
す

る
こ

と
が
で

き
る

。
 

(
1
)
 
（
略

）
 

 
(
2
)
 沿

道
型

（
非

住
居

系
）

の
建

築
物

等
に

関
す
る

事
項

は
、

次
の

各
号
の

と
お

り
と

す
る

。
 

ア
～

ウ
 

（
略

）
 

エ
 

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
は

、
２
０

０
平

方
メ

ー
ト

ル
と

す
る
。

 
オ

～
コ
 

（
略

）
 

 
(
3
)
 地

域
振

興
型
（
非

住
居
系

）
地
域

振
興

の
建

築
物

等
に

関
す
る

事
項

は
、

次
の

各
号

の
と

お
り

と
す

る
。

 
ア

 
建

築
物

等
の

用
途
は

、
製

造
業

の
工

場
（

危
険
物

の
処

理
及

び
環

境

の
悪

化
を

招
く

も
の

を
除

く
。）

若
し

く
は

物
流

施
設

又
は

研
究

施
設
と

す
る

。
た
だ

し
、

市
長
が

地
域

振
興

に
資

す
る

と
認
め

た
場

合
、

当
該

区
域

内
に
存

す
る

事
業
所

の
業

務
に

従
事

す
る

者
の
社

宅
及

び
寮

も
可

能
と

す
る
と

と
も

に
、
イ

ン
タ

ー
チ

ェ
ン

ジ
周

辺
等
に

お
い

て
は

、
こ

れ
ら

の
用
途

の
ほ

か
に
商

業
施

設
も

可
能

と
し

、
地
区

整
備

計
画

に
お

い
て

用
途

の
制

限
を

定
め

る
も

の
と
す

る
。
 

イ
～

ウ
 

（
略

）
 

エ
 

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
は

、
２
０

０
平

方
メ

ー
ト

ル
と

す
る
。

 
オ

～
コ
 

（
略

）
 

(
4
)
 （

略
）

 
 

掲
げ

る
地

区
計

画
の

類
型

に
応

じ
、
当

該
各

号
に

定
め

る
も
の

と
す
る

ほ
か

、

当
該

対
象

地
区

の
特

性
に

応
じ

た
必

要
な

事
項

に
つ
い

て
定

め
る

も
の

と
す

る
。
た

だ
し
、
区
域

内
の

既
存
の

建
築
物

に
つ

い
て

は
こ

れ
ら

の
す
べ

て
を

、

区
域

内
の

既
存

の
建

築
物

が
建

っ
て

い
る

敷
地

に
つ
い

て
は

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
を

適
用

除
外

と
す

る
こ

と
が
で

き
る

。
 

(
1
)
 
（
略

）
 

 
(
2
)
 沿

道
型

（
非

住
居

系
）

の
建

築
物

等
に

関
す
る

事
項

は
、

次
の

各
号
の

と
お

り
と

す
る

。
 

 
 

ア
～

ウ
 

（
略

）
 

 
エ

 
敷
地

面
積

の
最

低
限

度
は

、
５
０

０
平

方
メ

ー
ト

ル
と

す
る
。

 
オ

～
コ
 

（
略

）
 

 
(
3
)
 地

域
振

興
型
（
非

住
居
系

）
地

域
振

興
の

建
築

物
等
に

関
す
る

事
項

は
、

次
の

各
号

の
と

お
り

と
す

る
。

 
ア

 
建
築

物
等
の

用
途
は

、
製

造
業
の

工
場
（

危
険
物

の
処

理
及
び

環
境

の
悪

化
を

招
く

も
の

を
除

く
。）

若
し
く

は
物

流
施

設
又

は
研
究

施
設
と

す
る

。
た

だ
し
、

イ
ン
タ

ー
チ

ェ
ン
ジ

周
辺
等

に
お
い

て
は

、
こ
れ

ら

の
用

途
の

ほ
か
に

、
市
長

が
地

域
振
興

に
資
す

る
と
認

め
た

場
合
は

商

業
施

設
も

可
能
と

し
、
地

区
整

備
計
画

に
お
い

て
用
途

の
制

限
を
定

め

る
も

の
と

す
る

。
 

 イ
～

ウ
 

（
略

）
 

エ
 

敷
地

面
積

の
最

低
限

度
は

、
５
０

０
平

方
メ

ー
ト

ル
と

す
る
。

 
オ

～
コ
 

（
略

）
 

(
4
)
 （

略
）
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議案第２号 
 
 

東近江市立地適正化計画の一部修正について（諮問） 
 
 
 このことについて、別紙のとおり東近江市長から意見を求められていますので、審議願いま

す。 
 
 

令和３年２月１７日 
 
 

東近江市都市計画審議会 
会長 石 井 良 一 
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東都計第８４３号 

令和３年１月２７日 

 

東近江市都市計画審議会 

  会 長 石 井 良 一 様 

 

東近江市長 小 椋 正 清    

 

東近江市立地適正化計画の一部修正について（諮問） 

 

このことについて、東近江市立地適正化計画の一部修正をしようとするので、東近江市都市

計画審議会条例（平成１７年条例第２０３号）第２条第２号の規定に基づき、審議会の意見を

求めます。 
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立地適正化計画 計画修正の概要について 

 
○主な修正内容 

１ 居住誘導区域、都市機能誘導区域、居住区域に災害危険区域等が含まれているため、その区域

を除外する。 

（平成 30 年 10 月 26 日付け国都計第 89 号による、区域除外が望ましいとのことを受けて） 
  ・土砂災害特別警戒区域（土砂災害防止対策推進法） 
  ・土砂災害警戒区域（土砂災害防止対策推進法） 
  ・急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地法） 
     
２ 第６回区域区分定期見直しにかかる区域を修正する。  

  ・能登川地区 居住誘導区域（居住区域） 佐生町・佐野町・長勝寺町・神郷町 
  ・八日市地区 居住誘導区域（居住区域） 八日市清水三丁目・小脇町、軽微修正部分 
  ・市街化区域線の修正   
    
３ 居住誘導区域を見直しする。  
  ・沖野三丁目（用途 工業地域） 

小学校、子育て支援施設、住宅用途の土地利用状況から、居住誘導区域（居住区域）とする。 
（沖野三丁目の市街化区域 区域界・・・都市計画道路 3・5・208 尻無愛知川線）  

     
４ 八日市地区都市機能誘導区に誘導施設を追加する。 

  ・中心市街地活性化事業の推進を図るため、都市機能誘導施設に「大学」を追加する。 
 
５ 都市計画マスタープラン改定（令和２年６月）に伴う表記を修正する。 
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